
財務ハイライト（連結）
当社グループ（当社及び連結子会社）における当連結会計年度の業績につきましては、売上高13,821百万円（前年同期比1.4％増）、営業利益5,585百万円

（前年同期比0.04％増）、経常利益5,676百万円（前年同期比0.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益3,817百万円（前年同期比0.2％増）となりました。

売上高当期純利益率の推移
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コーポレートスローガン 【挑戦を楽しもう！】　

　また、当社は株主の皆様をはじめとするすべてのステークホルダーか
らの信頼を高める確固たるガバナンスのもと、この基本方針に基づく事
業戦略により、売上・利益を創造しながら、同時に持続的かつ豊かな社
会を実現する「ESG経営」を実践し、健全経営と安定配当、さらには企
業としての持続的な成長を実現してきました。そのうえで、世の中の生
活様式や働き方がコロナ禍を経て大きく変わったことなどを踏まえ、従
来のやり方にとらわれず、イノベーションに挑戦して参ります。当社らし
い一体感を重んじた人材育成に加えて、自由な思考と果敢な挑戦がで
きる人材、組織を目指しています。そして、現状に満足せず進化し、変革
し続ける企業文化を築くことで、建設業の発展に貢献して参ります。
　株主の皆様には、当社グループの経営に対し、より一層のご理解と
ご支援を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

　株主の皆様におかれましては、ますますご健勝のこととお慶び申し
上げます。平素は福井コンピュータグループの経営に一方ならぬご支
援をいただき、心より御礼申し上げます。

MISSION 【建設業になくてはならない会社になる】　

　当社は、この基本方針（使命）を掲げ、建設業の中長期的な展望に
立ち、CAD事業から建設業向け総合IT事業へとサービスの提供を拡
大して参りました。建設業の課題にIT技術で対処し、業界の持続的な
成長と収益力強化を目指しています。
　建設業は人手不足や高齢化、資材高、円安、購買マインドの低下など、
さまざまな理由で将来性が危ぶまれています。加えて、今年1月の能登
半島地震や日本列島周辺での群発地震などの大規模自然災害時に備
えた防災・減災、また災害復旧に対するニーズも高まっており、建設業界
の人手不足は大きな社会問題となっています。このような課題を解決す
るため、建設業界全体でのIT化が強く求められています。IT技術の進
化により、 ITはビジネスの支えとなり、誰もが意識せずに日常生活で利
用するようになりました。当社のIT技術が建設業界に広がることで、多
くの課題解決に至ると信じ、当社はたゆまぬ努力を続けています。

ごあいさつ

福井コンピュータホールディングス株式会社
代表取締役　グループCEO
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売上高／営業利益の推移
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株主・投資家のみなさまへ
第45期 決算のご報告
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セグメント別 概 況  

連結売上高合計

売 上高構成 比

測量事業 20.9%住宅事業 34.6%

測量土木システム事業

50.7%

建築システム事業

46.7%

ITソリューション事業

2.6%

住宅事業

「ARCHITREND ZERO」はリノベーション機能及び
省エネ設計機能の強化を図ったことで、関連オプション
の売上が順調に伸びております。「ARCHITREND 
Modelio」においては前年同期比113％となりました。
市場では建築資材高騰や新築住宅着工件数減少に
よるリノベーション需要が高まっております。今後も
住宅行政の動向や時代変化に追随する機能拡張を
行い、住宅業界の働き方を支援して参ります。

住宅行政動向や時代変化に追随しつつ
新たな働き方を支援
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測量事業

IT導入補助金の採択数減少により前年同期比減収と
なりました。国土交通省が取り組む「地籍調査の加速化
及び法務局地図作成事業の推進」を受け2023年7月に
リリースした「Mercury-LAVIS」は旧システムからの
移行により売上が伸びました。また3Dによる道路・
構造物設計の需要を見据え、2023年7月に「TREND 
ROAD Designer」をリリースしました。今後も国策
を見据えた支援を行って参ります。

国策対応、設計分野の
3D技術活用により働き方改革を支援

前年対比売上
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建 材事業

主要サービスである「3Dカタログ.com」は9,900社、
20,600契約（期首比600社、1,700契約増加）と順調
に契約数を伸ばしております。2023年9月には「WEB
申請書作成」において申請業務の省力化を支援する
機能強化を行いました。今後もクラウドを活用した
新しいワークスタイルの支援に取り組んで参ります。

契約数は堅調に推移、
業務の電子化による働き方改革を支援

前年対比売上

8

6

4

2

0

（億円）

6.44

7.91

2022 2023

土木事業

ICT普及・活用に伴い、電子小黒板や現場計測モバイル
アプリ「FIELD-TERRACE」の売上は堅調に推移して
おります。今後は主力製品「EX-TREND武蔵」を中心
にストック売上（使用権、保守サービス）による安定
した収益を目指しつつ、i-Construction、ICT普及・
活用を進め、積極的なデジタル化推進によって建設
業の生産性向上に取り組んで参ります。

建設現場でのICT活用による
生産性向上を支援
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B IM事業

「GLOOBE」において施工BIMの強化を図ったことで
建設会社での新規導入が増加、IT導入補助金の活用に
より売上が好調に推移し前年同期比増収となりました。
国土交通省では、建設現場の生産性向上や働き方
改革の実現に向けて、BIM/CIMの普及や3次元モデル
とICTの全面活用を推進しています。今後も３次元の
更なる進化をテーマに建築現場の課題解決とデジタル
ツインの実現に取り組んで参ります。

３次元の更なる進化をテーマに、
デジタルツインの実現を支援
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I Tソリューション事業

当事業におきましては、2023年4月の統一地方選挙
の出口調査システムとして「ワン・クリック・カウンタ」の
売上を計上しておりましたが、以降は大型選挙がなく
前年同期比減収となりました。今後も衆議院選挙や
参議院選挙、及び地方選挙での製品の採用に向け積極
的に推進して参ります。

選挙報道における番組・紙面・
WEBコンテンツ制作、開票速報を支援
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建設インフラ事業

公共工事におけるBIM /CIM原則適 用を背景に
「TREND-POINT」「TREND-CORE」の継続取引が
伸びております。国土交通省が取り組むインフラ分野の
DX推進に向け、ベントレー・システムズ社の3D及び
デジタルツインソリューションを活用し、2023年5月
にデータ共有クラウド「CIMPHONY Plus」のアップ
デートを実施。今後も建設業界の更なる生産性向上、
DX普及・促進を支援して参ります。

3D活用による建設業界の生産性向上、
DX化普及・促進を支援

前年対比売上
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建築システム事業

土木事業 10.9%

建設インフラ事業 17.7%

その他 1.2%

建材事業 5.7%

BIM事業 5.1%

その他 1.3%

64億54百万円

47億 81百万円（前年同期比 103％）

7億91百万円（前年同期比 123％）

7億 02百万円（前年同期比 119％）

138億21百万円
（100％）

3億52百万円（前年同期比 71％）

測量土木システム事業 70億14百万円

28億95百万円（前年同期比 96％）

15億 00百万円（前年同期比 101％）

24億 49百万円（前年同期比 105％）



株式情報 2024年3月末現在

所有者別分布株式状況
発行済株式の総数 20,700,000 株
株主数 3,725 名
大株主 株式会社ダイテックホールディング

株主名 持株数（千株） 持株比率※

株式会社ダイテックホールディング 9,746 47.14%

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 2,372 11.47%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,731 8.37%

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 496 2.40%

JP MORGAN CHASE BANK 385632 264 1.28%

福井コンピュータ従業員持株会 229 1.11%

STATE STREET CLIENT OMNIBUS 
ACCOUNT OM44 225 1.09%

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED 
STOCK FUND

（PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO）
196 0.95%

CEPLUX-ABRDN SICAV I 159 0.77%

KIA FUND F149 153 0.74%

※持株比率は自己株式を控除して計算しております。

自己株式 0.1%

国内法人 48.1%

外国法人等 26.4%

金融機関等 12.7%

個人・その他 12.7%

福井コンピュータアーキテクト株式会社
福井コンピュータ株式会社
福井コンピュータスマート株式会社
福井コンピュータシステム株式会社
IFAC合同会社

連結子会社

このIR資料の内容は、
インターネットでもご覧いただけます。

https://www.fukuicompu.co.jp

福井コンピュータグループ 検 索

社 名 福井コンピュータホールディングス株式会社
Fukui Computer Holdings, Inc.

本 社 〒910-8521 
福井県福井市高木中央1-2501
TEL.0776-53-9200（代）

設 立 1979 年12月17日

資本金 16億3,170万円

社員数 549 名（グループ合計正社員 )

会社概要

グループ拠点
福井本社／東京本部（全国30拠点）

会社情報

取締役
代表取締役 グループ CEO 佐藤　浩一
取締役 グループ CFO/CHRO 橋本　　彰
取 締 役 杉田　　直

社 外 取 締 役
坂口　賢司
東雲　　凛
小笹　　文

社外取締役（常勤監査等委員） 高橋　　勝

社外取締役（監査等委員） 神田　輝生
三橋　明史

役員

執行役員 ※取締役兼務

社 長 執 行 役 員 佐藤　浩一 ※

常 務 執 行 役 員 橋本　　彰 ※

上 席 執 行 役 員 長木　康弘

毎年4月1日～翌年3月31日まで

毎年6月

定時株主総会・期末配当：毎年3月31日／中間配当：毎年9月30日

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）受付時間 9：00～17：00（土日休日を除く）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の本店及び全国各支店で行っております。

〇住所変更、単元未満株式の買取等については株主様の口座にある証券会社にお申し出ください。〇株主様のご住所・お名前の
文字に、株式会社証券保管振替機構（ほふり）が振替制度で指定しない漢字等が含まれている場合はその全部または一部をほふり
が指定した文字またはカタカナに変換して、株主名簿にご登録いたしております。このため、株主様にご送付する通知物の宛先が、
ほふりが指定した文字に置換えられる場合がありますのでご了承ください。〇株主様のご住所・お名前として登録されている文字に
ついては、お取引の証券会社等にお問い合わせください。〇未払配当金の支払いや特定口座を開設された株主様は、三井住友信託
銀行株式会社にお申し出ください。

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

株 主 名 簿 管 理 人 及 び
特別口座の口座管理機関

郵便物送付先（電話照会先）

お 申 し 出 に つ い て

株
主
メ
モ
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